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改正土壌汚染対策法について

新潟県県民生活・環境部 環境対策課

平成２２年３月

2

Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景

Ⅲ 主な改正点

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

本日の説明内容
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Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景

Ⅲ 主な改正点

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

本日の説明内容

4

Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

（１）自主調査による汚染発見の増加

（２）汚染土壌の掘削除去の偏重

（３）汚染土壌の不適切な処理

目的

・土壌汚染情報を把握し共有すること

・汚染土壌の掘削除去による移動を規制し、法の下で管理す
ること

土壌の汚染を把握するため
の制度を拡充

搬出土壌の適正処理の確保

規制対象区域の分類により
講ずべき措置内容を明確化

現状の問題 改正点
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（改正点１）3,000㎡以上の土地形質変更時の届出

有害物質使用特定施設の使用の
廃止時（法第３条）

土壌汚染により健康被害が生ず
るおそれがあると県知事等が認
めるとき（法第４条）

現行法（調査契機） 改正法（調査契機）

有害物質使用特定施設の使用の
廃止時（法第３条）

土壌汚染により健康被害が生ず
るおそれがあると県知事等が認
めるとき（法第５条）

3,000㎡以上の土地の形質変更

の届出の際、土壌汚染のおそれ
があると県知事等が認めるとき
（法第４条）

・3,000㎡以上の土地の形質変更時における届出を義務づけ

・当該土地に土壌汚染のおそれがある場合は調査を命令

追加

6

（改正点２）指定区域の分類化

要措置区域

形質変更時要届出区域

指
定
区
域

現 行 改正後

・その汚染により、健康被害
が生じるおそれがある場合

・その汚染により、健康被害
が生じるおそれがない場合

○汚染の除去等対策
が必要な区域

→ 県知事等が対
策を指示

○土地の形質変更時
に県知事等へ届出
が必要な区域
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（改正点３）汚染土壌の搬出時における規制

・運搬の基準に従い搬出
・搬出土壌は、汚染土壌処理業者へ処理を委託

汚染土壌搬出時の届出

基準に従い土壌を搬出

計画が運搬基準等に違反してい
る場合、計画変更命令が発出

不適切な運搬、汚染土壌処理業
者に処理を委託しなかった場合、
措置命令が発出

だれが

何 を

い つ

要措置区域内の土壌を、当該区域外へ
搬出しようとする者

搬出に着手する１４日前まで

・県知事等に、汚染状態、運搬方法、搬出先
の汚染土壌処理施設 等を記載し届出

・要措置区域等の図面、汚染土壌処理業
の許可証の写し 等を添付

○運搬基準

①特定有害物質の飛散等の防止措置

②汚染土壌を運搬している旨の表示

③混載等の禁止

④積替え、保管、荷卸し及び引渡しに関する規定

⑤管理票に関する規定する 等

8

（改正点４）調査義務の拡大
（法第３条調査義務特例の削除）

工場又は事業場の敷地であった土地の面積が３００㎡以下
かつ、周辺の地下水で飲用の利用がない場合
（施行規則附則第２条）
→ 土壌ガス調査及び土壌溶出量調査の実施は不要

法改正後、本規定は削除

法改正後、土壌調査を実施しなければならない。

改正後

改正前

（現行）
小規模なク
リーニング店
等は調査不要

（改正後）
小規模なクリー
ニング店 等も
調査が必要
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Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景

Ⅲ 主な改正点

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

本日の説明内容
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Ⅱ－１ 改正土壌汚染対策法施行までの経緯

Ⅱー２ 現行法の制度

Ⅱー３ 改正の背景

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景
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(現行法）

平成１４年５月２９日 土壌汚染対策法 公布
平成１５年２月１５日 土壌汚染対策法 施行

（改正法）
平成２１年４月２４日 改正土壌汚染対策法 公布
平成２１年１０月１５日 土壌汚染対策法改正政令 公布
平成２１年１０月２２日 改正環境省令一部 公布

・汚染土壌処理業の許可の申請の手続等に関する省令

平成２２年２月２６日 改正環境省令 公布
・土壌汚染対策法改正施行規則
・汚染土壌処理業の許可の申請の手続き等に関する改正省令
・土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指定支援法人に
関する改正省令

平成２２年４月１日 改正土壌汚染対策法 施行

Ⅱー１ 改正土壌汚染対策法施行までの経緯

12

Ⅱー２ 現行法の制度①
調 査

○有害物質使用特定施設の使用の廃止時（法第３条）
※法施行日（H15.2.15）前に当該施設が廃止された場合、
調査義務は生じない

○土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると県知事
等が認めるとき（法第４条）

区域の指定

県知事等が当該地を「指定区域」として指定、公示（法第５条）

指定区域台帳に記載して公衆に閲覧（法第６条）

調査・報告

【土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合】

指定調査機関が調査

12

土地所有者等（所有者、管理者又は占有者）
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Ⅱー２ 現行法の制度②

指定区域の管理

①土地の形質変更の制限（法第９条）
・指定区域において土地の形質変更をしようとする者は、県知
事等へ届出

・適切でない場合、県知事等が計画の変更を命令

【汚染の除去が行われた場合】

②汚染の除去等の措置（法第７条）
土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると認めるとき

は、県知事等が土地の所有者等又は汚染原因者に対し、汚染
の除去等の措置の実施を命令

指定区域の指定を解除（法第５条）

14

○有害物質使用特定施設の使用の廃止時
→ 特定施設の使用をやめる時点又は特定施設は使用し続
けるものの、有害物質の使用をやめる時点

→ 届出（水質汚濁防止法、下水道法）

○県知事等
→ 新潟県知事、新潟市長、長岡市長、上越市長
※新潟市、長岡市、上越市の土壌汚染対策法に関する手
続きは各市が所管。それ以外の市町村は県が所管。

Ⅱー２ 現行法の制度③（用語の定義）

○指定調査機関
→ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査を行う機関

環境大臣が指定

14
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○ 土壌の直接摂取による健康リスクの観点から

→ 土壌含有量基準（ 単位 mg/kg)

○ 地下水の飲用による健康リスクの観点から

→ 土壌溶出量基準（ 単位 mg/L)

1日に土壌を0.2g摂
取しても安全な濃度

1日に地下水を2L摂
取しても安全な濃度

土壌汚染対策法基礎知識①（指定基準）
※法改正後も同じ

◆汚染物質の摂取経路

土壌汚染に関するリスクコミュニケーションガ
イドライン（環境省水・大気環境局）から抜粋

16

○ 第一種特定有害物質（揮発性有機化合物）

→ ベンゼン、トリクロロエチレン等全11物質

○ 第二種特定有害物質（重金属等）

→ 鉛、カドミウム等全９物質

○ 第三種特定有害物質（農薬等）

→ シマジン、チウラム等全５物質

土壌汚染対策法基礎知識②（対象物質）
※法改正後も同じ
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14/26

特定有害物質の種類 含有量基準(mg/kg) 溶出量基準(mg/L）

四塩化炭素 － 0.002

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ － 0.004

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ － 0.02

ｼｽｰ1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ － 0.04

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ － 0.002

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ － 0.02

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ － 0.01

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ － 1

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ － 0.006

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ － 0.03

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ － 0.01

18/57

土壌汚染対策法基礎知識③
（第一種特定有害物質（揮発性有機化合物））

※法改正後も同じ
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14/26

特定有害物質の種類 含有量基準(mg/kg)
溶出量基準
(mg/L）

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 150 0.01

六価ｸﾛﾑ化合物 250 0.05

ｼｱﾝ化合物 50 検出されないこと

水銀及びその化合物 15 0.0005

（ｱﾙｷﾙ水銀） ― 検出されないこと

ｾﾚﾝ及びその化合物 150 0.01

鉛及びその化合物 150 0.01

砒素及びその化合物 150 0.01

ふっ素及びその化合物 4000 0.8

ほう素及びその化合物 4000 1

18/57

土壌汚染対策法基礎知識④
（第二種特定有害物質（重金属等））

※法改正後も同じ
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14/26

特定有害物質の種類 含有量基準(mg/kg) 溶出量基準(mg/L）

シマジン － 0.003

チウラム － 0.006

チオベンカルブ － 0.02

ＰＣＢ － 検出されないこと

有機りん化合物 － 検出されないこと

18/57

土壌汚染対策法基礎知識⑤
（第三種特定有害物質（農薬等））

※法改正後も同じ

20

Ⅱー３ 改正の背景

（１）自主調査による汚染発見の増加

（２）汚染土壌の掘削除去の偏重

（３）汚染土壌の不適切な処理
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（１）自主調査による汚染発見の増加

（出典）

土壌汚染状況調査・対策に関する実態調査結果

平成18年度 (社)土壌環境センター

○（社）土壌環境センターが会員企業を対象に実施

（平成１８年度実績）

土壌汚染判明の契機（平成１８年度）

22

（２）汚染土壌の掘削除去の偏重①

指定区域で行われた対策（H15.2.15～H17.3.31）
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（２）汚染土壌掘削除去の偏重②

健康リスク管理
摂取経路の遮断が基本

現実には、土壌汚染の対策として掘削除去が行われることが多いが、現行土壌
汚染対策法では、必ずしも掘削除去まで求めているわけではない。

盛土等

24

（３）汚染土壌の不適切な処理

環境負荷の拡大

環境省中央環境審議会土壌農薬部会
土壌制度小委員会(第１回）資料から抜粋
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（１）自主調査による汚染発見の増加

（２）汚染土壌の掘削除去の偏重

（３）汚染土壌の不適切な処理

土壌汚染対策法の改正

26

Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景

Ⅲ 主な改正点

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

本日の説明内容
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Ⅲー１ 土壌汚染を把握するための制度を拡充

Ⅲー２ 規制対象区域の分類により講ずべき措置内

容を明確化

Ⅲー３ 調査から指定までのまとめ

Ⅲー４ 搬出土壌の適正処理の確保

Ⅲ 主な改正点

28

（再掲）改正土壌汚染対策法のポイント

（１）自主調査による汚染発見の増加

（２）汚染土壌の掘削除去の偏重

（３）汚染土壌の不適切な処理

目的

・土壌汚染情報を把握し共有すること

・汚染土壌の掘削除去による移動を規制し、法の下で管理す
ること

土壌の汚染を把握するため
の制度を拡充

搬出土壌の適正処理の確保

規制対象区域の分類により
講ずべき措置内容を明確化

現状の問題 改正点
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Ⅲー１ 土壌汚染を把握するための制度を拡充

（１）調査契機の拡大

（２）調査義務特例の削除

（３）土壌調査対象物質の拡大

（４）土地所有者等の申請による区域の指定

（５）土壌汚染状況調査

30

（１）調査契機の拡大①

有害物質使用特定施設の使用の
廃止時（法第３条）

土壌汚染により健康被害が生ず
るおそれがあると県知事等が認
めるとき（法第４条）

現行法（調査契機） 改正法（調査契機）

有害物質使用特定施設の使用の
廃止時（法第３条）

土壌汚染により健康被害が生ず
るおそれがあると県知事等が認
めるとき（法第５条）

3,000㎡以上の土地の形質変更

の届出の際、土壌汚染のおそれ
があると県知事等が認めるとき
（法第４条）

・3,000㎡以上の土地の形質変更時における届出義務

・届出られた土地に土壌汚染のおそれがある場合の調査命令

追加
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（１）調査契機の拡大②（調査命令までの流れ）

3,000㎡以上の土地

の形質変更の届出

汚染のおそれの基
準の該当性を判断

調査命令を発出

だれが

何 を

い つ

形質変更を行なう土地の所有者、管理者
又は占有者

形質変更着手の30日前まで

申請書（形質変更の場所、着手予定日等）
及び添付書類を県知事等へ届出

だれが

何 を

県知事等

届出られた土地について、汚染のおそれ
の有無を判断

だれが

何 を

県知事等

土壌調査の実施及び結果の報告を命令
（調査対象地、対象物質、期限を明示）

【汚染のおそれがある場合】

盛土及び掘削(切土)

だれに 土地所有者、管理者又は占有者

32

（１）調査契機の拡大③
（土地形質変更時の届出開始時期）

3,000㎡以上の土地の形質変更の届出（法第４条第１項）

→ 形質変更に着手する３０日前までに届出

改正法施行直後の形質変更は？

附則第３条
この法律の施行の日（平成22年４月１日）から起算して３０日を経過

する日以後に土地の形質の変更に着手する者について適用する。

平成22年５月１日以降、

土地の形質変更に着手する場合届出が必要
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（１）調査契機の拡大④

○届出の対象となる形質変更
※届出対象外の行為

以下の ① ～ ④ いずれかに該当
する場合

①次の３点全てに該当する場合

・形質変更区域外へ土壌搬出がない

・形質変更に伴い、周辺への土壌の飛
散・流出がない

・形質変更の深さが５０ｃｍ未満

②営農行為であり、形質変更区域外へ
の土壌搬出がない

③林業のための作業路網の整備であり、
形質変更区域外への土壌搬出がない

④鉱山関係の土地における形質変更

事業予定地の盛土と掘削範囲の合計面積
が3,000㎡以上の場合

事業予定地

盛土

盛土

掘削（切土）

土地の形質変更の範囲

34

（１）調査契機の拡大⑤

環境省の施行通知により例示される

①特定有害物質による汚染が土壌溶出量基準及び土壌含有量基準に
適合しないことが明らかである土地
→ （例） 調査実施済で、基準不適合が明らかな土地（法又は自主調査）

②特定有害物質が埋められ、飛散し、流出し、地下に浸透していた土地
③特定有害物質を製造・使用・処理していた土地

→ （例）過去に水質汚濁防止法特定施設が設置されていた土地

④特定有害物質が貯蔵・保管されていた土地（環境大臣が定める地下
浸透防止措置が講じられている場合を除く）
→ （例）ガソリンスタンド

⑤その他、②から④までと同等程度に特定有害物質によって汚染されて
いるおそれがあると認められる土地
→ （例）鉱山関係の土地（鉱業権消失５年、鉱山保安法の管理を離れたもの）

○汚染のおそれを判断する土地の基準
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○【法第４条】調査における調査対象地

○土地の形質変更をしようとする場所のうち、
掘削する場所で、土壌汚染のおそれがある範囲

事業予定地

盛土

盛土

掘削

土地の形質変更の範囲

盛土

掘削

掘削（切土）
盛土

土壌汚染のお
それの範囲

調査対象地 調査対象地

事業予定地

※盛土後、掘削

調査対象地調査対象地

（１）調査契機の拡大⑥

36

（２）調査義務の拡大
調査義務特例の削除（有害物質使用特定施設廃止時）

工場又は事業場の敷地であった土地の面積が３００㎡以下
かつ、周辺の地下水で飲用の利用がない場合
（施行規則附則第２条）
→ 土壌ガス調査及び土壌溶出量調査の実施は不要

法改正後、本規定は削除

法改正後、土壌調査を実施しなければならない。

改正後

改正前

（現行）
小規模なク
リーニング店
等は調査不要

（改正後）
小規模なクリー
ニング店 等も
調査が必要
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（３）土壌調査対象物質の拡大①
（有害物質使用特定施設廃止時における調査【法第３条】）

現 行 改正後

有害物質使用特定施設で、使用
等されていた特定有害物質
（分解生成物も含む）

有害物質使用特定施設で、使用
等されていた特定有害物質
（分解生成物も含む）

土壌汚染のおそれがある物質
※指定調査機関が地歴調査を実施

県知事等が通知した物質
※指定調査機関の申請に基づき通知

○土壌汚染のおそれとは
汚染のおそれを判断する土地の基準。
（（１）調査契機の拡大⑤）

※改正後、以下も調査対象
・平成15年２月15日より前に、使用等されて

いた特定有害物質
・事業場等で保管等されていた特定有害物質

追加

追加

38

（再掲）（１）調査契機の拡大⑤

環境省の施行通知により例示される

①特定有害物質による汚染が土壌溶出量基準及び土壌含有量基準に
適合しないことが明らかである土地
→ （例） 調査実施済で、基準不適合が明らかな土地（法又は自主調査）

②特定有害物質が埋められ、飛散し、流出し、地下に浸透していた土地
③特定有害物質を製造・使用・処理していた土地

→ （例）過去に水質汚濁防止法特定施設が設置されていた土地

④特定有害物質が貯蔵・保管されていた土地（環境大臣が定める地下
浸透防止措置が講じられている場合を除く）
→ （例）ガソリンスタンド

⑤その他、②から④までと同等程度に特定有害物質によって汚染されて
いるおそれがあると認められる土地
→ （例）鉱山関係の土地（鉱業権消失５年、鉱山保安法の管理を離れたもの）

○汚染のおそれを判断する土地の基準
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情報収集（調査対象地、調査対象物質）

【試料採取等対象物質の種類の特定】
土壌汚染のおそれのある物質の種類

について通知

（10m区画、30m区画）

（３）土壌調査対象物質の拡大②
有害物質使用特定施設の廃止届出

通知の申請

おそれの区分（３区分）

試料採取等区画の選定

試料採取

調査結果の報告

【汚
染
の
お
そ
れ
の
把
握
（地
歴
調
査
）
】

（おそれのある、
少ない、ない）

土壌汚染のおそれがある物質
※指定調査機関が地歴調査を実施

県知事等が通知した物質
※指定調査機関の申請に基づき通知

有害物質使用特定施設で、使
用等されていた特定有害物質
（分解生成物も含む）

指定調査機関の手続

県知事等の手続

土地所有者等の手続

40

（参考）調査義務の猶予（現行）

【法第３条】調査義務の猶予

土地の利用方法から、人の健康に係る被害が生ずるおそれがない旨
の県知事等の確認を受けた場合
（例）
・その土地が一般の人が立ち入らない工場・事業場の敷地として利用される場合
・その土地が従来と同じ工場・事業場の敷地として引き続き利用される場合
・小規模な工場・事業場において、事業用の建築物と事業主の住居が同一である又は
近接しており、かつ、事業主がその住居に居住し続ける場合

・県知事等へ土地利用方法の変更届出
・確認が取り消された場合、調査の義務が発生

（注）確認を受けた土地の利用方法を変更する場合
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（４）土地所有者等の申請による区域指定①

改正法現行法

法による調査 自主調査

指定区域に指定

法による調査 自主調査

※要措置区域等に指定

【土壌の汚染状態が指定基準を超過】

土地所有者
等が申請

【土壌の汚染状態が指定基準を超過】

自主調査で汚染が判明した場合も土地所有者等の申請により区域指定

42

（４）土地所有者等の申請による区域指定②

自主調査を実施

指定の申請

県知事等に
よる審査

要措置区域等
に指定

土地所有者等が、調査の方法・結果等を記載し、県知
事等へ申請。

【法の調査方法と同等の場合】

県知事等は、土地所有者から提出された書類により、
審査を行う。

県知事等は、要措置区域等に指定し、公示する。

指定の申請は任意

土地所有者等（所有者、管理者又は占有者）が調査。
その結果、指定基準を超過
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13/26

（５）土壌汚染状況調査①

情報収集（調査対象地、調査対象物質）

土壌汚染のおそれの分類（３区分）

試料採取を行う区画の設定（10m区画が基本）

試料採取及び測定

土壌汚染状況調査結果の評価・報告

○ 環境大臣が指定した指定調査機関が実施

（おそれのある、少ない、ない）

（10m区画、30m区画）

汚
染
の
お
そ
れ
の
把
握

（
地
歴
調
査
）

44

① 対象となる土地を10ｍ×10ｍのメッ

シュに分割

② 駐車場など汚染のおそれの無いメッ
シュは除外（灰色部分）

③ 各メッシュ1地点調査を実施（☆印部

分）

④ 基準を超過したメッシュが汚染のあ
る区域に指定される。（黄色部分）

18/57

（５）土壌汚染状況調査②
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○調査に必要な費用

（５）土壌汚染状況調査③

■資料等調査費（土地利用履歴調査）

■概況調査費（表層調査）
・測量、採取、分析 等

■詳細調査費（ボーリング調査）
※概況調査で検出された場合等に実施

■その他費用
・人件費、交通費、機械工作費 等

※敷地の面積、場所及び形状、被覆物の状況
により費用は大きく異なる。

調査区分
（社）土壌環境センター

ホームページより

46

Ⅲー２ 規制対象区域の分類により講ずべき措置
内容を明確化

（１）指定区域の分類化

（２）指定のプロセス

（３）指示措置の例

（４）解除のプロセス
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（１）指定区域の分類化

要措置区域

形質変更時要届出区域

指
定
区
域

現 行 改正後

・その汚染により、健康被害
が生じるおそれがある場合

・その汚染により、健康被害
が生じるおそれがない場合

○汚染の除去等対策
が必要な区域

→ 県知事等が対
策を指示

○土地の形質変更時
に県知事等へ届出
が必要な区域

48

（２）区域指定のプロセス

土壌汚染状況調査結果の県知事等への報告

指定基準
適合性判断

健康被害のおそれ
の有無の判断

規制対象外

形質変更時要届出区域（第11条）要措置区域（第６条）

○土壌汚染により、健康被害が
生ずるおそれがあるため、汚染
の除去等の対策が必要な区域

→必要な対策を県知事等が指示
→土地の形質変更の原則禁止

○土壌汚染により、健康被害が
生ずるおそれがなく、汚染の除
去等の対策が不要な区域

→土地の形質変更時に、県知事
等に届出が必要な区域

○健康被害のおそれ
→ 現行法と同じ

・周辺の土地で地下水
の飲用等がある場合

・人が立入ることができ
る場合

基準適合

基準不適合

有

無
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（２）区域指定のプロセス②（地下水摂取の観点から）
（環境省作成）

50

（２）区域指定のプロセス③

○「要措置区域等」
→ 「要措置区域」と「形質変更時要届出区域」のこと

○形質変更時要届出区域において届出が必要な行為
・深さが３ｍ以上の土地の形質変更
・形質変更を行う土地の面積が１０㎡以上で、かつその深さ
が５０ｃｍ以上であること 等
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（３）指示措置の例①

有害物質の摂取経路と対策

土壌汚染に関するリスクコミュニケーションガ
イドライン（環境省水・大気環境局）から抜粋

52

○ 立入禁止 ○ 舗装

○ 封じ込め

不透水層

○ 土壌掘削

清浄土 汚染土

○ 原位置浄化

不透水層

○ 封じ込め

不透水層

薬剤等注入 揚水処理

（１） 直接摂取のリスクに対する措置の例

（２） 直接摂取及び地下水摂取両方のリスクに対する措置の例

（３）指示措置の例②
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（３）指示措置の例③
環境省作成

54

（３）指示措置の例④
環境省作成
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（４）区域解除のプロセス

形質変更時要届出区域（第11条）要措置区域（第６条）

○土壌汚染により、健康被害が
生ずるおそれがあるため、汚染
の除去等の対策が必要な区域

→必要な対策を県知事等が指示
→土地の形質変更の原則禁止

○土壌汚染により、健康被害が
生ずるおそれがなく、汚染の除
去等の対策が不要な区域

→土地の形質変更時に、県知事等
に届出が必要な区域

汚染の除去※が行われた場合、指定を解除

・汚染経路の遮断
（盛土、封じ込め 等）
・健康被害のおそれ
がなくなった場合

※原位置浄化又は掘削除去

56

Ⅲー３ 調査から区域指定までのまとめ
調 査

○有害物質使用特定施設の使用の廃止時（法第３条）
○3,000㎡以上の土地の形質変更の届出の際に土壌汚

染のおそれがあると県知事等が認めるとき（法第４条）
○土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると県
知事等が認めるとき（法第５条）

区域の指定等

自主調査により土壌汚
染が判明し、県知事等
へ区域の指定を申請
（法第１４条）

【土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合】

汚染経路
を遮断

※朱書き部が改正内容
【汚染の除去が行われた場合】

指定を解除

○要措置区域（法第６条）
土壌汚染による健康被害が生ずる

おそれがあるため、汚染の除去等が
必要な区域
→ 必要な対策を県知事等が指示（法第７条）
→ 土地の形質変更の原則禁止（法第９条）

○形質変更時要届出区域（第11条）

土壌汚染による健康被害が生ずる
おそれがなく汚染の除去等が不要
な区域
→ 土地の形質変更時に県知事等へ届出

が必要（法第１２条）
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Ⅲー４ 搬出土壌の適正処理の確保

（１）汚染土壌の搬出時における規制

（２）搬出土壌処理業者（許可制度の新設）

（３）搬出土壌に関する管理票の交付・保存の義務

58

（１）汚染土壌の搬出時における規制①

・運搬の基準に従い搬出
・搬出土壌は、汚染土壌処理業者へ処理を委託

汚染土壌搬出時の届出

基準に従い土壌を搬出

計画が運搬基準等に違反してい
る場合、計画変更命令が発出

不適切な運搬、汚染土壌処理業
者に処理を委託しなかった場合、
措置命令が発出

だれが

何 を

い つ

要措置区域内の土壌を、当該区域外へ
搬出しようとする者

搬出に着手する１４日前まで

・県知事等に、汚染状態、運搬方法、搬出先
の汚染土壌処理施設 等を記載し届出

・要措置区域等の図面、汚染土壌処理業
の許可証の写し 等を添付

○運搬基準

①特定有害物質の飛散等の防止措置

②汚染土壌を運搬している旨の表示

③混載等の禁止

④積替え、保管、荷卸し及び引渡しに関する規定

⑤管理票に関する規定する 等
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（１）汚染土壌の搬出時における規制②

・要措置区域等外への汚染土壌の搬出は事前届出制
※廃棄物処理法のような収集運搬業の許可制度はない

汚染土壌

汚染土壌と
産業廃棄物

土壌汚染対策法

土壌汚染対策法及び廃棄物処理法
※産業廃棄物収集運搬業許可業者が搬出

搬出する物 適用法令

要措置区域等から、がれき類（産業廃棄
物）が混ざった土壌を搬出する場合 等

ただし、

60

（１）汚染土壌の搬出時における規制③
（搬出する土壌の任意調査制度）

要措置区域等に
おいて土壌を掘削

県知事等へ汚染土壌
搬出の届出

汚染土壌として搬出

汚染土壌として運搬・処理

掘削土壌の調査

「基準に適合する土壌である」
旨を県知事等へ届出

県知事等が認定

規制なし

基準適合基準不適合

【任意調査を実施する場合】
【搬
出
土
壌
の
流
れ
】

全特定有害物質（２５物質）を調査

【掘削前調査の場合】
①掘削する土地の範
囲を10ｍメッシュで

区分
②掘削深度までボー
リング、１ｍごとに土
壌を採取

【掘削後調査の場合】
①掘削土壌を１００ｍ３

単位以下ごとに区分
②区分した土壌の任
意５地点から採取し、
混合（ＶＯＣは１地点
から採取）

※土壌汚染対策法施行規則附則
第２条経過措置により、当分の間、
掘削前調査の方法のみとする。
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浄化等処理施設

セメント製造施設

埋立処理施設

分別等処理施設

汚染土壌について、浄化（抽出又は分解）、溶融（加熱）
又は不溶化(薬剤の注入等）を行うための施設

汚染土壌を原材料として利用し、セメントを製造するため
の施設

汚染土壌の埋立てを行うための施設

汚染土壌から岩石、コンクリートくずその他の物を分別
し、又は汚染土壌の含水率を調整するための施設

（２）汚染土壌処理業者（許可制度の新設）①

【
許
可
の
対
象
の
汚
染
土
壌
処
理
施
設
】

62

（２）汚染土壌処理業者（許可制度の新設）②
（汚染土壌の処理の内容）

浄化等処理施設

セメント製造施設

埋立処理施設

分別等処理施設

要
措
置
区
域
又
は
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
か
ら
搬
出
さ
れ
た
土
壌

廃棄物処理
施設で処理

規制なし

規制なし

健全土（浄化土壌）
※不溶化を除く

搬出時25物質分析

廃棄物

廃棄物

廃棄物

第二溶出量
基準以下

自社基準

製品
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（３）搬出土壌に関する管理票の交付・保存の義務①

・管理票を交付し、汚染土壌の適正処理を確認
・管理票写し保管

汚染土壌搬出者
（管理票交付者）

運搬受託者

処理受託者
（汚染土壌処理施設）

管理票
（写）

管理票
（写）

管理票
（写）

管理票 管理票管理票交付

管理票
（写）

運搬終了 処理終了

管理票
（写）

運搬受託者に対し管理票を交付
運搬終了後、10日以内に管理票

の写しを管理票交付者へ送付

処理終了後、10日以内に管

理票の写しを管理票交付者
及び運搬受託者へ送付

管理票の写しの送付を受けたときは、汚染土壌の運搬、処理が終了したことを管理票の写しにより

確認５年間保存しなければならない。

※要措置区域等外
への搬出

【
管
理
票
の
流
れ
の
イ
メ
ー
ジ
】

●管理票の交付・保存義務

63

64

Ⅰ 改正土壌汚染対策法のポイント

Ⅱ 現行の土壌汚染対策法と改正の背景

Ⅲ 主な改正点

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

本日の説明内容
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Ⅳー１ 県条例による責務

Ⅳー２ 土壌調査結果の取り扱い

Ⅳー３ 地下水環境基準項目の追加

Ⅳ 県生活環境の保全等に関する条例について

66

Ⅳー１ 県条例による責務

○ 調査義務（県条例第７４条）

一定規模以上の有害物質使用特定施設の設置者に
対して5年に１回以上、かつ、土地の大規模な変更を行う
場合の土壌の調査義務（地下水の場合、１年１回以上）

○ 報告義務（県条例第７５条）

土壌汚染（地下水汚染）を把握した者（義務によらない
自主調査も含む）に対する報告義務

県が土壌汚染を把握することにより、事業者による自主的な浄化
対策を促す。

（地下水は年１回以上）
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（参考）県条例による土壌（地下水汚染）の調査義務

一定規模以上とは？

①有害物質を製造する事業場

②水質汚濁防止法の特定施設（71の４、74）であって、１日あたりの

平均的な排出量が50ｍ3以上の事業場

③有害物質（土壌汚染対策法第二種＋アンモニアの12物質）を使用、

保管する事業場のうち、１日あたりの平均的な排出量が50ｍ3以上、

または、１年間の使用量もしくは保管量が一定量以上の事業場

④有害物質（土壌汚染対策法第一種及び第三種の14物質）を使用、保

管する事業場のうち、１年間の使用量もしくは保管量が一定量以上

の事業場

68

Ⅳー２ 土壌調査結果の取り扱い
（県条例と法の関係）

「要措置区域」又は
「形質変更時要届出区域」に指定

【法第３条】
特定施設廃止時
（有害物質）

【法第５条】
健康被害のお
それ

【法第４条】
土地形質変更時
（土壌汚染のお
それ）

【指定基準超過】

【自主調査】
土地売買時等

【条例第74条】
条例調査義務

県知事等へ報告(条例74条）
又は届出（条例75条）

【健康被害のおそれ有】

【指定の申請があった場合】

【法第５条】
県知事等に

よる調査命令

土地所有者等が申請。
法の調査方法と同等
の場合指定。

【基準超過】 【基準超過】

法
条例
自主
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Ⅳー３ 地下水環境基準項目

○１，２－ジクロロエチレン
（シス体とトランス対を合わせて、ひとつの環境基準項目とした。）

○塩化ビニルモノマー

○１，４ージオキサン

（環境基準値 0．04mg/L）

（環境基準値 0．002mg/L）
（環境基準値 0.05ｍｇ/L）

○ 報告義務（県条例第７５条）

地下水汚染を把握した者（義務によらない自主調査も
含む）に対する報告義務

平成２１年１１月３０日付け環境省告示第７９号により地下水環境基準に以下の項目が追加

【県条例第７５条報告義務の対象物質にする予定】

※調査義務（県条例第７４条）の対象物質にする予定はないが、塩化
ビニルモノマー及び1，2－ジクロロエチレンはテトラクロロエチレン等

の分解物質であるため、調査することがのぞましい。

70

土壌汚染が生じた場合は、まず
行政機関に相談してください

○新潟市 ＝ 市環境対策課

○長岡市 ＝ 市環境政策課

○上越市 ＝ 市環境企画課

○上記以外の市町村

＝県地域振興局健康福祉環境部環境センター

土壌汚染対策法、県条例（土壌・地下水）の事務
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今後の予定

○自治体向け説明会開催
○改正法施行通知
→ 改正法の運用 ○処理基準作成

○許可基準、処理基準例示
（汚染土壌処理業許可関係）

○審査基準作成
○指導マニュアル作成

○汚染土壌処理業許可
に関する説明会

環境省の動き 県の動き

３月中旬
（予定）

改正土壌汚染対策法施行４月１日

72

○改正土壌汚染対策法に関する情報は県HP「環境にいが
た（土壌地下水汚染対策）」にて提供いたします。

（３月中旬開設）
http://www.pref.niigata.lg.jp/kankyotaisaku/120465095
2452.html

○改正法に関する質問は、メールにて受け付けます。
いただいた質問は、上記の県HPにてQ＆Aとして掲載いた
します。
メールアドレス
ngt030160@pref.niigata.lg.jp
※件名には必ず、「土壌汚染対策法に関する質問」である
旨、明記願います。


